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「株主懇談会」開催のご案内
　本総会終結後、本会場隣の第３会議室におきまして、株主の皆様と株
主懇談会を予定いたしております。
　この懇談会で、弊社の現況等を直接皆様にご説明申し上げ、弊社に対
するご理解を深めていただくとともに、当社グループの運営などにつき
まして皆様のご意見、ご質問を頂戴したいと存じます。
　お時間の許す限りご参加くださいますようお願い申し上げます。
クールビズ対応についてのお知らせ
　当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主様に
おかれましても軽装でご出席くださいますようお願い申し上げます。

場 所
東京都豊島区西池袋１丁目11番１号
メトロポリタンプラザ
オフィスタワー　12階　第２会議室

（ステーションコンファレンス池袋）

決議事項
第１号議案  剰余金の処分の件
第２号議案  �取締役（監査等委員である取締役を

除く。）５名選任の件
第３号議案  �監査等委員である取締役３名選任

の件

平成29年6月23日（金）午前10時
（受付開始 午前９時30分）

日 時

90第 回

定時株主総会
招 集 ご 通 知

005_0191701102906.indd   1 2017/05/15   17:57:18



平素は、格別のご高配を賜り、厚く
御礼申し上げます。

当社は“広く世界を見つめて、新しい
技術を創造し、社会に、地球に限りな
く貢献します”という経営理念に基づ
き、売上の拡大と高収益の維持を目標
とする2016中期経営計画の実現に取
り組んでおります。

計画初年度に当たる当期は、真に遺
憾ながら、売上高6,795百万円、営業
利益185百万円、経常利益197百万円、
親会社株主に帰属する当期純利益は
298百万円と、公表値を下回る結果に
なりました。

創立70周年に当たる来年度は、リニ
ア中央新幹線建設工事が本格化する機
を捉え、業績向上に努めてまいります。

株主還元につきましては、当期は当
初予定しておりました8円に、創立70
周年記念配当2円の10円とさせていた
だきました。

引き続き、顧客の最大満足と、真理
は顧客にありをスローガンとし、加え
て人の和、創意工夫と不断の練磨をモ
ットーに、創立100周年に向かって皆
様のご期待に添うべく、最大限の努力
を傾注していく所存です。

株主の皆様におかれましては、今後
とも変わらぬご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。

平成29年6月

株主の皆様へ

代表取締役社長

末永　幸紘
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平成29年６月５日
株 主 各 位
　

東京都豊島区高田２丁目17番22号

代表取締役社長 末 永 幸 紘
　

第90回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第90回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご
表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご送付ください
ますようお願い申し上げます。

敬具
記

　
1. 日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都豊島区西池袋１丁目11番１号

メトロポリタンプラザ オフィスタワー12階 第２会議室
（ステーションコンファレンス池袋）
※末尾の「株主総会々場ご案内図」をご参照ください。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令及び
当 社 定 款 第 14 条 の 規 定 に 基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.koken-boring.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知には掲載しておりませ
ん。従いまして、本招集ご通知の添付書類は、監査等委員会および会計監査人が監査した対象の一部で
あります。また、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場
合も、当社ウェブサイトにおいて周知させていただきます。

宝印刷株式会社 2017年05月22日 18時40分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）
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3. 目的事項
報 告 事 項 1. 第90期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告の

内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

2. 第90期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類内
容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様に対し、収益に対応して、利益を還元することを経営の重要課題と認
識しております。安定した配当を実施するためには、内部留保の拡充により経営基盤と財務
体質を強化し、収益を確保することが不可欠と考えております。
平成29年３月期の期末配当金につきましては、上記の配当方針のもと、当期業績内容や
今後の業績見込み、株主皆様への利益還元等を総合的に勘案して決定いたしました。また、
平成29年10月には創立70周年を迎えることから、これまでご支援いただいた株主の皆様に
感謝の意を表するため、1株当たり２円の記念配当を実施し、普通配当８円とあわせて、１
株当たり10円とご提案申し上げます。

期末配当に関する事項

（1）配当財産の種類
金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金 10円
総額 89,666,300円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年６月26日

　
（注）発行済み株式（自己株式を除く）8,966,630株
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第２号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において
同じ）５名全員が任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いするものでありま
す。
　監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び業績等を評価
したうえで、当社の取締役として適任であると判断しております。
　取締役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１

末　永　幸　紘
すえ なが さち ひろ

（昭和18年７月28日）

昭和42年４月 当社入社
平成元年６月 当社取締役工事事業本部長
平成７年６月 当社常任顧問阪神復興プロジェクト委員長
平成10年６月 当社取締役エンジニアリング本部長
平成11年４月 当社常務取締役エンジニアリング統括本部

総括
平成12年６月 当社常務取締役東京支店長
平成13年６月 当社専務取締役東京支店長
平成13年11月 当社専務取締役エンジニアリング本部

総括本部長
平成17年６月 当社取締役
平成17年７月 当社専務取締役
平成17年11月 当社代表取締役社長（現任）
平成18年６月 構造工事株式会社取締役会長（現任）

51,550株

選任の理由
　代表取締役として取締役会を運営、統括し、その活性化に注力するとともに、経営者としての豊富
な経験と実績に基づく強いリーダーシップで、新たな環境のもと売上拡大と高収益維持を目指す、平
成28年度から開始した当社グループ3ケ年中期経営計画を推進する適切な人材と判断し、選任をお願
いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

２

山　田　松　男
やま だ まつ お

（昭和23年７月３日）

昭和42年３月 株式会社日立製作所足立工場入社
平成元年８月 米国,ディア日立建機株式会社

経理マネージャー
平成７年８月 日立建機株式会社土浦工場経理部副部長
平成10年11月 カナダ,ユークリッド日立建機株式会社

経理部長
平成11年８月 同社取締役副社長兼ＣＦＯ
平成15年４月 日立建機株式会社土浦工場

土浦経理センター長
平成19年４月 同社理事
平成19年５月 日立建機ヨーロッパ株式会社取締役副社長

兼ＣＦＯ
平成23年６月 当社社外監査役
平成24年６月 当社取締役経営戦略推進本部長
平成26年２月 当社取締役経営管理本部長（現任）

4,200株

選任の理由
　経営全般にわたる豊富な経験と高度な見識を活かし、取締役として、経営の重要事項の意思決定や
業務執行の監督の役割を果たすとともに、経営改革、業務効率化の一層の向上を推進する適切な人材
と判断し、選任をお願いするものであります。

３

き やま りゅうじ ろう

木 山 隆二郎
（昭和34年12月29日）

昭和58年４月 当社入社
平成８年８月 当社海外本部シンガポール支店長
平成９年11月 当社海外本部海外工事部長
平成12年６月 当社執行役員施工管理本部長
平成17年６月 当社執行役員施工本部長
平成24年５月 当社執行役員エンジニアリング本部長
平成24年６月 当社取締役エンジニアリング本部長（現任）

8,100株

選任の理由
　経営全般にわたる豊富な経験と高度な見識を活かし、取締役として、経営の重要事項の意思決定や
業務執行の監督の役割を果たすとともに、海外事業拡大、得意工種技術力の一層の強化を推進する適
切な人材と判断し、選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

４

そと やま ひろし

外 山 洋
（昭和34年８月10日）

昭和58年４月 当社入社
平成11年４月 当社国内販売統括本部東京営業本部営業

第四部長
平成16年10月 当社国内営業本部東京支店長
平成23年７月 当社営業本部首都圏事業部長
平成24年６月 当社取締役営業本部長（現任）

2,100株

選任の理由
　経営全般にわたる豊富な経験と高度な見識を活かし、取締役として、経営の重要事項の意思決定や
業務執行の監督の役割を果たすとともに、海外事業拡大、国内販売力の一層の強化を推進する適切な
人材と判断し、選任をお願いするものであります。

５

※深　澤　徹　弥
ふか ざわ てつ や

（昭和28年８月17日）

昭和57年３月 当社入社
平成11年４月 当社技術設計本部設計第四部長
平成13年10月 当社設計本部副本部長
平成24年６月 当社製造本部副本部長兼設計センタ長
平成27年９月 当社執行役員製造本部副本部長

兼設計センタ長（現任）

2,351株

選任の理由
　経営全般にわたる豊富な経験と高度な見識を活かし、取締役として、経営の重要事項の意思決定や
業務執行の監督の役割を果たすとともに、成長戦略を支える製品開発改良の迅速化を推進する適切な
人材と判断し、選任をお願いするものであります。

　

（注）１.※は新任の取締役候補者であります。
　 ２.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員が任期満了となりますので、
監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　本議案については、監査等委員会の同意を得ております。
　社外取締役候補者２名を含む監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１

白　木　恒　彦
しら き つね ひこ

（昭和29年６月６日）

昭和52年４月 株式会社住友銀行入行
平成11年４月 同行銀座支店長
平成13年４月 同行第２ブロック部長
平成14年４月 同行東京営業部長
平成16年１月 当社執行役員環境本部長
平成19年７月 当社執行役員国内営業本部長
平成23年７月 当社執行役員営業管理本部長
平成24年６月 当社常勤監査役
平成27年６月 当社常勤監査等委員取締役（現任）

900株

選任の理由
　金融機関における豊富な経験と、当社入社後の執行役員としての高度な見識を有し、監査等委員の
職務を適切に遂行できるものと判断し、選任をお願いするものであります。

２

田　島　建　二
た じま けん じ

（昭和24年12月５日）

昭和43年３月 株式会社日立製作所足立工場入社
昭和45年10月 日立建機株式会社足立工場経理部
平成８年２月 同社経理部資金管理センタ部長代理
平成13年６月 同社監査グループ部長代理
平成15年６月 同社監査委員会事務局
平成24年６月 当社監査役
平成27年６月 当社監査等委員取締役（現任）

0株

選任の理由
　直接会社の経営に関与された経験はありませんが、日立建機株式会社における長年にわたる経理・
監査の業務で培った財務および会計に関する豊富な経験と幅広い見識で、当社の社外取締役としてそ
の職務を適切に遂行できるものと判断し、選任をお願いするものであります。同氏の就任年数は社外
監査役として３年、監査等委員である社外取締役として２年であります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

３

木　村　博　一
き むら ひろ かず

（昭和22年10月26日）

昭和45年４月 株式会社富士銀行入行
平成５年１月 同行北浜支店長
平成８年５月 同行池袋支店長
平成11年７月 同行人事部本店審議役
平成12年４月 株式会社十字屋取締役経営企画本部長
平成15年６月 みずほローン保証株式会社常務取締役
平成16年１月 みずほ信用保証株式会社取締役副社長
平成20年６月 帝国通信工業株式会社常勤監査役
平成27年６月 当社監査等委員取締役（現任）

0株

選任の理由
　金融機関における豊富且つ幅広い経験を有し、外部の視点を持って社外取締役の職務を適切に遂行
できるものと判断し、選任をお願いするものであります。同氏の就任年数は監査等委員である社外取
締役として２年であります。

　

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 田島建二氏および木村博一氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、監査等委員である取締役白木恒彦氏、田島建二氏および木村博一氏との間で、会社法第４２
７条第１項に基づく責任限定契約を締結しております。三氏の再任が承認された場合には、当該責任
限定契約を継続する予定です。

4.
（1）田島建二氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。な

お、同氏は当社の筆頭株主である日立建機株式会社の出身でありますが、平成13年より退職するまで
の13年間一貫して業務ラインを離れ監査監督部署で勤務してまいりました。また同社と当社は継続的
な取引関係にありますが、その取引額は前期売上高の3.7％と僅少であり、同氏の独立性に影響を与
えるものではないと判断しております。

（2）木村博一氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。な
お、同氏は当社の取引先銀行の株式会社みずほ銀行の前身株式会社富士銀行の出身ですが、同行を退
職してから10年以上経過しており、同氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しております。

以 上
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　 添 付 書 類
事 業 報 告

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
1. 事業の経過およびその成果
当年度におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用・所得環境の改善が続く一方、中国
をはじめとするアジア新興国・資源国などの経済減速に加え、英国のＥＵ離脱問題、米国の
大統領選挙による為替の乱高下が生じるなど、海外経済の影響により不透明な状況が続いて
おります。
当社グループを取り巻く環境は、東日本大震災後の震災復興投資ブームが峠を越え、当社
の主力ロータリーパーカッションドリル機の商談にもその影響が出ておりますが、今後も都
市の再開発、全国規模の防災・減災対策、インフラ老朽化対策、鉄道・道路の延伸、リニア
中央新幹線建設など、社会資本整備が不可欠で、建設投資は2019年までは現在と同一水準
で推移すると云われております。
　このような環境下、売上拡大と高収益維持のため、前年度期首に策定した2016中期経営
計画に掲げる次のような個別戦略を鋭意推進しました。
・高いインフラ投資が見込まれる新興国市場向けの製品開発や、ヤンゴン支店の開設
・人材不足が深刻化する中、現場作業を効率化するボーリングロボットの開発
・高効率な海底資源探査技術の研究開発
・業務効率向上のためのＩＴシステム更新
　また社員向けには人事給与制度を一新し、人材育成の強化、就業環境の改善等に積極的に
取り組みました。
当年度の受注は、国内ではリニア中央新幹線建設工事の着工遅れによりコントロールボー
リング関連の機材販売および工事受注が翌年度にずれ込んだこと、海外（中国）では新規商
談の進行が遅れたこと等により、ＯＤＡ機材ならびに工事案件を積極的に成約したものの、
前年度を下回りました。
　売上高につきましては、前年度、完工高を稼いだ海外ＯＤＡ工事が一服したこと、またコ
ントロールボーリング関連の機材販売および工事の新規受注が翌年度にずれ込み同工事の完
工が減少したこと等により、前年度を下回りました。
以上の結果、連結受注高は7,291百万円（前年度増減率△8.9％）、連結売上高は6,795百
万円（同△14.3％）となりました。
　利益面におきましては、売上高の減少と研究開発費などの販売費及び一般管理費の増加に
より、営業利益は185百万円（同△75.3％）、経常利益は197百万円（同△73.3％）となり
ましたが、繰延税金資産141百万円の計上により、親会社株主に帰属する当期純利益は298
百万円（同△64.5％）となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。　【ボーリング機器関連】
当セグメントにおきましては、受注については、主力ＲＰＤ機に対する商談が減少したこ
と、リニア中央新幹線建設工事の着工遅れによりコントロールボーリング関連機材受注が翌年
度にずれ込んだこと、海外（中国）では既存製品の改良に注力したため新規商談の進行が遅れ
たこと等により、ＯＤＡ機材案件を積極的に成約したものの、全体としては前年度を下回りま
した。
売上については、上述の受注高減少により前年度を下回りました。なお、前年度受注した高

額機材が当年度売上にあがったため、売上高の減少額は受注の減少額より小幅にとどまりまし
た。
利益については、上述の売上高減少と、経営改革推進に伴う人件費、研究開発費等の増加に

より前年度を下回りました。
（単位：百万円）

当連結会計年度(A) 前連結会計年度(B) 前連結会計年度比較
自 平成28年4月 1日 自 平成27年4月 1日 増減額 増減率
至 平成29年3月31日 至 平成28年3月31日 (A)-(B) (A)/(B)

受注高 3,792 4,782 △990 △20.7%
売上高 4,246 4,462 △215 △4.8%

セグメント利益 90 291 △200 △68.8%
（百万円未満は切り捨てて表示しております。）

【工事施工関連】
　当セグメントにおきましては、受注については、トンネル先進調査工事や温泉掘削工事の好
調が継続し、さらに期末に海外ＯＤＡ工事を獲注したことにより、リニア中央新幹線建設工事
の着工遅れによるコントロールボーリング工事の減少を補い、全体としては前年度を上回りま
した。
売上高については、前年度、完工高を稼いだ海外ＯＤＡ工事が一服したこと、またコントロ

ールボーリング工事の新規受注が翌年度にずれ込み同工事の完工が減少したこと等により、前
年度を下回りました。
利益については、上述の完工高減少に加え、比較的収益性の高い当社直営の工事の売上高構

成が少なくなったこと等により、前年度から大幅に減少しました。
（単位：百万円）

当連結会計年度(A) 前連結会計年度(B) 前連結会計年度比較
自 平成28年4月 1日 自 平成27年4月 1日 増減額 増減率
至 平成29年3月31日 至 平成28年3月31日 (A)-(B) (A)/(B)

受注高 3,499 3,218 281 8.7%
売上高 2,549 3,469 △920 △26.5%

セグメント利益 94 460 △366 △79.5%
（百万円未満は切り捨てて表示しております。）
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2. 設備投資等の状況
　当連結会計年度は、請負用工事機械、機械及び装置などで47百万円、建物で4百万円、工
具器具及び備品19百万円、ソフトウェアで18百万円の設備投資を行い、設備投資総額は、
92百万円であります。

　
3. 資金調達の状況
　長期借入金は、150百万円の調達を行う一方、約定弁済により236百万円の返済を実行い
たしました。
　短期借入金は938百万円の調達に対し、974百万円の返済を実行いたしました。また、フ
ァイナンス・リース債務の返済は17百万円であります。

4. 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

5. 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

6. 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

7. 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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8. 対処すべき課題
　今後のわが国経済は、国内建設市場は緩やかに下降するものの、雇用・所得環境の改善に
伴う個人消費の増加、高水準の企業収益を背景とした設備投資の回復が続くことが予想され
ております。
　このような状況のもと、当社グループでは「2016中期経営計画」に基づき、『新たな環境
下でも「売上拡大と高収益の維持」を達成する。』ことを上位目標として、海外事業の拡大、
工事施工関連事業におけるＯＮＥ＆ＯＮＬＹ技術の確立、新成長市場・低シェア市場・新規
顧客の確実な攻略、ストック・ビジネスへの注力、経営効率向上による高収益の維持を目指
してまいります。
　「2016中期経営計画」の２年目である次期（平成30年３月期）につきましては、引き続
き営業・技術・工事一体の営業を展開し、主力ボーリングマシン需要、地熱・地中熱利用等
の再生可能エネルギー分野需要、スパドリルによる温泉開発需要、当社独自の得意工法（ビ
ッグマン工法）による工事、リニア中央新幹線関連需要を捕捉して受注獲得に努め、売上の
確保を図ってまいります。また、人員人材の確保難に起因する省人化・省力化のニーズに応
えるボーリング機械のロボット化・新製品化を早め、更なる技術の深化を目指してまいりま
す。
　一方、海外市場においては、従来の中国、韓国向け機械に加え、ＯＤＡ水井戸案件への積
極的な取り組みと東南アジア新興諸国攻略を進め、受注・売上の確保を図ってまいります。
また、次期は当社、創立70周年を迎えることから、老朽化してきた主力生産拠点である
厚木工場のリニューアルを具体的に進めてまいります。
以上の結果、売上高は8,800百万円を見込んでおりますが、上述の厚木工場リニューアル
関連費用が見込まれることから、利益面では営業利益620百万円、経常利益620百万円、親
会社株主に帰属する当期純利益455百万円を見込んでおります。

　株主各位におかれましては、何卒これまでにも増してご鞭撻とご支援を賜りますようお願
い申し上げます。

9. その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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10. 財産および損益の状況の推移
（単位：百万円）

期 別
区 分

第87期
平成26年３月期

第88期
平成27年３月期

第89期
平成28年３月期

第90期
平成29年３月期
（当連結会計年度）

受 注 高 7,852 7,343 8,000 7,291
売 上 高 6,753 8,341 7,931 6,795
経 常 利 益 493 832 739 197
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 406 707 840 298

１株当たり当期純利益 45円29銭 78円91銭 93円72銭 33円24銭
総 資 産 6,924 7,636 7,381 7,475
純 資 産 1,832 2,566 3,347 3,569
（注）「１株当たり当期純利益」は、銭未満を四捨五入して表示しております。

11. 重要な子会社の状況
（1）重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
（千円）

当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

構 造 工 事 株 式 会 社 330,000 92.65 耐震型建築基礎工事等

（2）事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。
　

12. 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　地下開発用各種ボーリング機器および地盤改良機器の製造・販売ならびに関連工事施工・
コンサルティングを中心として、地下開発に係るトータルソリューション事業を展開してお
ります。
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13. 企業集団の主要拠点等（平成29年３月31日現在）
（当社）
本 社 東京都豊島区
首 都 圏 事 業 部 同上
北 海 道 支 店 北海道札幌市
東 北 支 店 宮城県仙台市
信 越 支 店 新潟県新潟市
大 阪 支 店 大阪府吹田市
中 国 支 店 山口県山口市
九 州 支 店 福岡県筑紫野市
厚 木 工 場 神奈川県厚木市
諏 訪 管 理 課 長野県諏訪郡原村
ヤ ン ゴ ン 支 店 ミャンマー国ヤンゴン市

（構造工事株式会社）
本社 東京都新宿区

14. 従業員の状況（平成29年３月31日現在）
事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数

ボ ー リ ン グ 機 器 関 連 事 業 144名
工 事 施 工 関 連 事 業 68名
全 社 （共 通） 23名

合 計 235名
（注）全社（共通）は、総務および経理等管理部門の従業員数であります。
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15. 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

借 入 先 借 入 金 残 高
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 365,074
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 157,250
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 123,000
株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行 117,000
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 100,000
日 立 建 機 リ ー シ ン グ 株 式 会 社 76,000
株 式 会 社 り そ な 銀 行 69,994
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 20,831

　
Ⅱ 株式会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
1. 発行済株式の総数 8,966,630株（自己株式3,481株を除く。）

　
2. 株主数 6,039名

　
3. 大株主の状況

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）
日 立 建 機 株 式 会 社 2,300 25.65
鉱 研 工 業 取 引 先 持 株 会 323 3.60
江 口 工 305 3.40
旭 ダ イ ヤ モ ン ド 工 業 株 式 会 社 143 1.60
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 115 1.28
ゴールドマンサックスインターナショナル 98 1.09
鉱 研 従 業 員 持 株 会 97 1.09
山 内 正 義 89 1.00
水 上 元 一 72 0.80
末 永 幸 紘 51 0.57

（注）1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は自己株式（3,481株）を控除して計算しております。
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Ⅲ 株式会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

Ⅳ 株式会社の会社役員に関する事項
1. 取締役の氏名等（平成29年３月31日現在）

　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 末 永 幸 紘
取 締 役 山 田 松 男 経営管理本部長
取 締 役 青 山 昌 市 製造本部長兼明昭本部長
取 締 役 木 山 隆二郎 エンジニアリング本部長
取 締 役 外 山 洋 営業本部長
取 締 役

（常 勤 監 査 等 委 員） 白 木 恒 彦

取 締 役
（監 査 等 委 員） 田 島 建 二

取 締 役
（監 査 等 委 員） 木 村 博 一

　

（注）1. 当期中の取締役の異動
該当事項はありません。

2. 取締役田島建二氏および木村博一氏は、「社外取締役」であります。
3. 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集および
重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とすべく
白木恒彦氏を常勤の監査等委員として選定しております。

4. 社外取締役田島建二氏および木村博一氏につきましては、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員
として届け出ております。

5. 社外取締役田島建二氏は、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、日立建機株式会社にお
ける長年にわたる経理・監査の業務で培った財務および会計に関する豊富な経験と幅広い知識を有す
るものであります。

6. 社外取締役木村博一氏は、金融機関における豊富な経験と幅広い経験を有し、外部の視点を持って社
外取締役の職務を適切に遂行いただいております。

　
2. 責任限定契約の内容の概要
　当社は、監査等委員である白木恒彦氏、田島建二氏および木村博一氏との間で会社法第
427条第1項に基づく責任限定契約を締結しております。当該契約により、各氏がその任
務を怠ったことにより当社に損失を与えた場合で、かつその職務を行うにつき善意でかつ
重大な過失がないときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として当
社に対し、責任を負うものとしております。
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3. 取締役の報酬等の額
区分 支給人員 報酬額

取締役（監査等委員を除く） 5名 100,665千円
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3
（2
名
名）

22,980
（12,330

千円
千円）

（注）1. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は平成27年６月24日開催の定時株主総会決議において年
額200,000千円と決議いただいております。

2. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は平成27年６月24日開催の定時株主総会決議において年額
30,000千円と決議いただいております。

4. 社外役員に関する事項
（1）重要な兼職先と当社との関係
　該当事項はありません。

（2）主な活動状況
　

氏 名 地 位 主な活動内容

田 島 建 二 取締役
（監査等委員）

　当事業年度、開催された取締役会13回全て、監査等委
員会12回全てに出席し、議案審議等で質問・意見等の発
言を適宜行っております。

木 村 博 一 取締役
（監査等委員）

　
　当事業年度、開催された取締役会13回全て、監査等委
員会12回全てに出席し、議案審議等で質問・意見等の発
言を適宜行っております。

（3）当社の子会社において受け取った役員としての報酬等の総額
　該当事項はありません。
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Ⅴ 会計監査人の状況
1. 会計監査人の名称
新日本有限責任監査法人

　
2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額
新日本有限責任監査法人 25百万円

（注）1. 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由
当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要
な資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の従前の活動実績及び報酬実績を確認し、当事業年
度における会計監査人の活動計画及び報酬見積りの算出根拠の適正性等について必要な検証を行い、
審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社
法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
額を区分しておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　
3. 当社および当社の連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
新日本有限責任監査法人 25百万円

　
4. 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

5. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員
会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において会計監査人を解任し
た旨およびその理由を報告いたします。
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6. 会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分
　 金融庁が平成27年12月22日付で発表した処分の内容の概要
① 処分対象
　新日本有限責任監査法人
② 処分内容
・平成28年１月１日から平成28年３月31日までの３ヶ月間の契約の新規の締結に関する
業務の停止
・業務改善命令（業務管理体制の改善）
③ 処分理由
・社員の過失による虚偽証明
・監査法人の運営が著しく不当
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Ⅵ 会社の体制および方針
1. 業務の適正を確保するための体制
(1) 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制
① 取締役会は、法令遵守（ 以下「コンプライアンス」という） のための体制を含む内
部統制システムの整備・計画について決定するとともに、定期的に状況報告を受けま
す。

② 監査等委員会は独立した立場から、内部統制システムが有効に機能しているかを確認
し、整備方針・計画の実行状況を監視します。

③ 業務執行部門から独立した内部監査部門により、当社の各部門および子会社の業務プ
ロセス等を監視し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努めます。

④ コンプライアンス・マニュアル等を活用し当社および子会社の取締役および使用人の
責任を明確にします。

⑤ 当社は、反社会的勢力に対し遵守しなければならないコンプライアンス・マニュアル
の基本方針に基づき、社会秩序や企業の健全な事業活動に脅威を与える反社会的勢力
との取引その他一切の関係を遮断し、反社会的勢力から不当な要求等を受けた場合に
は、組織全体として毅然とした姿勢で臨む体制を整備します。

⑥ 経営委員会内に企業倫理部会を設けグループすべての役職員に対しコンプライアンス
徹底と同時にコンプライアンス情報を広く収集します。

(2) 当社および子会社の取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
① 取締役会・経営委員会その他重要な会議の意思決定に係わる情報、代表取締役社長決
裁その他重要な決裁に係わる情報、ならびに財務、事務およびリスク・コンプライア
ンスに関する情報を記録・保存・管理します。

② 取締役は、必要に応じていつでもこれらの文書等を閲覧することができるようにしま
す。

(3) 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社各事業部門および子会社は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行います。
当社の各事業部門の長および子会社の社長は、定期的にリスク管理の状況を経営委員
会に付議し取締役会へ報告します。

② 内部監査室は、リスク管理の状況が適切かどうかをモニタリングおよびレビューし定
期的に取締役会に報告します。

(4) 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 会社単体および連結さらに各事業部門の中期経営計画および単年度目標を策定し、企
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業集団から各事業部門までそれぞれの達成すべき目標を明確化するとともに、経営委
員会の中でレビューし役員報酬に反映する制度を導入します。

② 取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割分担と連携を
確保しチェック機能の強化・効率化と業務執行の迅速化を図ります。

③ 所管部門長を軸とした経営委員会を組織強化し、原則月１回開催し全社的な重要事項
について慎重に検討および審議します。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① グループ会社について定めた関係会社管理規程に基づき、当社関連子会社における所
定の重要事項の決定に関して当社への事前報告または事前承認を徹底します。

② 当社の監査等委員会および内部監査担当者がグループ会社の監査を実施し、企業集団
の業務の適正を確保するよう努めます。

③ 当社グループ各社における内部統制に係わる体制については、その規模等を踏まえ必
要な整備を順次行います。

(6) 監査等委員会がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項
① 監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、監査等委員会付を置きます。監査等
委員会付は１名以上とし、原則専任で且つ計数的な知見を有する使用人を配します。

② 監査等委員会付は、監査等委員の指示に従い職務を行うとともに、監査等委員会の事
務局とします。

(7) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の監査等委員でない取締役からの独立性に関する
事項
① 監査等委員会付の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動等人事権に係わる
事項の決定には監査等委員会の事前の同意を得て行います。

② 監査等委員会付の人事考課については監査等委員が行います。
(8) 監査等委員でない取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制、その他の
監査等委員への報告に関する体制
① 監査等委員会の職務の効果的な遂行のため、当社および子会社の監査等委員でない取
締役および使用人は、会社経営および事業運営上の重要事項ならびに業務執行の状況
および結果について監査等委員会に報告します。

② 当社および子会社の監査等委員でない取締役および使用人は、当社および子会社の業
務に重大な影響を及ぼす事実を発見もしくはその発生の恐れがあると判断したときは、
当該事実に関する事項を速やかに監査等委員会に報告します。

③ 当社および子会社の監査等委員でない取締役および使用人からの法令違反や不正行為
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に関する通報、報告に関する適正な仕組み（内部通報制度）を定め、当該通報、報告
をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないようにします。

(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 代表取締役と監査等委員会は相互の意思疎通を図るため定期的な会合をもちます。
② 取締役は、監査等委員会の職務の適切な遂行のため、監査等委員と子会社の取締役等
との意思疎通、情報の収集・交換が適切に行えるよう協力します。

③ 監査等委員でない取締役は、監査等委員の職務遂行にあたり、監査等委員会が必要と
認めた場合に、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備しま
す。

④ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または償還の処理については、監査等委員の請求に従い
円滑に行います。

　
2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況
(1) 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制
当社は、基本方針・基本指針・行動指針を定め、グループ各社の取締役および使用人に

浸透を図っております。また、「コンプライアンス・マニュアル」を定め、反社会的勢力
への対応も含め研修を実施し、グループ内に周知徹底しております。なお、コンプライア
ンスに関する通報・相談窓口としてヘルプラインを設置し、意識の浸透、不正行為等の未
然の防止に努めております。

(2) 当社および子会社の取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
当社は、株主総会議事録、取締役会議事録および計算書類等について、法令の定めに則
り保存期間を設定し、適切に保存しております。

(3) 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスクマネジメントへの対応として「リスク管理規程」・「危機管理規程」を定
めております。また、「品質管理規程」に基づき月1回以上、品質管理委員会を開催してお
ります。

(4) 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、「取締役会規程」等に基づき、取締役会における決議事項等の意思決定のルー

ルを明確化しております。当事業年度においては、取締役会を計13回開催したほか、機
動的に経営問題に対応するため月1回以上経営委員会を開催しております。また、中期経
営計画（2016年から2018年まで）および年度計画に基づき業績管理を実施しました。
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(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき事前協議制等により子会社の業務を管理してお

ります。また、当社取締役会は、毎事業年度、内部統制システムの構築・運用状況につい
て、確認しております。

(6) 監査等委員会がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項
当社は、監査等委員会の監督機能強化を図るために複数の補助使用人を設けておりま
す。

(7) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の監査等委員でない取締役からの独立性に関する
事項
当社の監査等委員の業務を補助する使用人の任命・異動・人事考課等の人事は、監査等

委員の意見が反映されております。
(8) 監査等委員でない取締役および使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監
査等委員への報告に関する体制
当社は、取締役会において事業の重要事項を監査等委員に報告しております。また、

「内部通報規程」を設け、内部通報制度を整備し、通報者の保護を図っております。
(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

監査等委員は、取締役会における取締役との意見交換のほか、代表取締役との会合を定
期的に実施し、監査の実効性の向上を図っております。
　

3. 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では特に定めておりません。

　
4. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対し、収益に対応して、利益を還元することを経営の重要課題と認
識しております。安定した配当を実施するためには、内部留保の拡充により経営基盤と財務
体質を強化し、収益を確保することが不可欠と考えております。
　平成29年３月期の期末配当金につきましては、上記の配当方針のもと、当期業績内容や
今後の業績見込み、株主皆様への利益還元等を総合的に勘案して決定いたしました。
　また、平成29年10月には創立70周年を迎えることから、これまでご支援いただいた株主
の皆様に感謝の意を表するため、１株当たり２円の記念配当を実施し、普通配当８円とあわ
せて、１株当たり10円とご提案申し上げます。

　
※記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,666,180 流 動 負 債 2,873,764
現 金 及 び 預 金 727,541 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,415,698
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,266,793 工 事 未 払 金 106,920
完 成 工 事 未 収 入 金 503,239 短 期 借 入 金 582,000
電 子 記 録 債 権 362,546 １年内返済予定の長期借入金 200,324
商 品 及 び 製 品 1,330,223 リ ー ス 債 務 17,648
仕 掛 品 547,696 未 成 工 事 受 入 金 22,908
未 成 工 事 支 出 金 183,552 未 払 法 人 税 等 36,529
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 509,482 賞 与 引 当 金 170,514
前 渡 金 10,565 そ の 他 321,220
繰 延 税 金 資 産 155,753
そ の 他 70,084 固 定 負 債 1,032,041
貸 倒 引 当 金 △1,300 長 期 借 入 金 246,825

リ ー ス 債 務 19,578
固 定 資 産 1,809,450 再評価に係る繰延税金負債 152,537
（有 形 固 定 資 産） 1,523,043 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 86,774
建 物 及 び 構 築 物 222,606 退 職 給 付 に 係 る 負 債 508,610
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 161,218 資 産 除 去 債 務 11,684
土 地 1,079,566 環 境 対 策 引 当 金 4,000
リ ー ス 資 産 16,774 そ の 他 2,030
建 設 仮 勘 定 18,337
そ の 他 24,539 負 債 合 計 3,905,806

純 資 産 の 部
（無 形 固 定 資 産） 29,609 株 主 資 本 3,425,748

資 本 金 1,165,415
（投 資 そ の 他 の 資 産） 256,797 資 本 剰 余 金 5
固 定 化 営 業 債 権 10,837 利 益 剰 余 金 2,261,883
破 産 更 生 債 権 等 25,169 自 己 株 式 △1,556
繰 延 税 金 資 産 157,904 その他の包括利益累計額 138,891
そ の 他 100,810 土 地 再 評 価 差 額 金 187,108
貸 倒 引 当 金 △37,923 退職給付に係る調整累計額 △48,216

非 支 配 株 主 持 分 5,185
純 資 産 合 計 3,569,824

資 産 合 計 7,475,631 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,475,631
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,795,724
売 上 原 価 5,027,461
売 上 総 利 益 1,768,262
販売費及び一般管理費 1,582,526
営 業 利 益 185,736
営 業 外 収 益 34,466
受 取 利 息 124
受 取 賃 貸 料 1,203
受 取 保 険 金 21,812
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,593
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 607
そ の 他 9,124
営 業 外 費 用 22,666
支 払 利 息 20,453
手 形 売 却 損 496
支 払 手 数 料 387
為 替 差 損 198
そ の 他 1,129
経 常 利 益 197,536
特 別 利 益 3,053
固 定 資 産 売 却 益 3,053
特 別 損 失 4,562
固 定 資 産 売 却 損 334
固 定 資 産 除 却 損 228
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 4,000
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 196,027
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 38,682
法 人 税 等 調 整 額 △141,186
当 期 純 利 益 298,532
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 457
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 298,074
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,165,415 5 2,035,543 △1,504 3,199,459
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △71,733 　 △71,733
親会社株主に帰属
する当期純利益 　 　 298,074 　 298,074

自己株式の取得 　 　 　 △51 △51
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 　 　 226,340 △51 226,288
当 期 末 残 高 1,165,415 5 2,261,883 △1,556 3,425,748
　
　 （単位：千円）

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計土地再評価

差 額 金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 187,108 △44,132 142,975 4,727 3,347,162
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △71,733
親会社株主に帰属
する当期純利益 　 　 　 　 298,074

自己株式の取得 　 　 　 　 △51
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － △4,083 △4,083 457 △3,625

当 期 変 動 額 合 計 － △4,083 △4,083 457 222,662
当 期 末 残 高 187,108 △48,216 138,891 5,185 3,569,824
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,460,963 流 動 負 債 2,780,383
現 金 及 び 預 金 621,044 支 払 手 形 1,050,697
受 取 手 形 521,641 買 掛 金 297,761
電 子 記 録 債 権 362,546 工 事 未 払 金 85,079
売 掛 金 726,545 短 期 借 入 金 582,000
完 成 工 事 未 収 入 金 448,927 １年内返済予定の長期借入金 200,324
商 品 及 び 製 品 1,330,223 リ ー ス 債 務 17,648
仕 掛 品 547,696 未 払 費 用 194,989
未 成 工 事 支 出 金 72,424 未 払 法 人 税 等 34,675
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 506,460 未 払 消 費 税 等 53,073
前 渡 金 10,565 前 受 金 6,786
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 40,000 賞 与 引 当 金 159,414
繰 延 税 金 資 産 149,464 営 業 外 支 払 手 形 69,604
そ の 他 123,425 そ の 他 28,328

固 定 資 産 1,753,628 固 定 負 債 934,110
（有 形 固 定 資 産） 1,517,244 長 期 借 入 金 246,825
建 物 212,647 リ ー ス 債 務 19,578
構 築 物 8,005 再評価に係る繰延税金負債 152,537
機 械 及 び 装 置 157,788 退 職 給 付 引 当 金 436,513
車 両 運 搬 具 38 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 60,940
土 地 1,079,566 環 境 対 策 引 当 金 4,000
リ ー ス 資 産 16,774 資 産 除 去 債 務 11,684
建 設 仮 勘 定 18,337 そ の 他 2,030
そ の 他 24,087 負 債 合 計 3,714,494

純 資 産 の 部
（無 形 固 定 資 産） 29,404 株 主 資 本 3,312,989

資 本 金 1,165,415
（投 資 そ の 他 の 資 産） 206,979 資 本 剰 余 金 5
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 60,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 5
固 定 化 営 業 債 権 10,837 利 益 剰 余 金 2,149,124
破 産 更 生 債 権 等 25,169 利 益 準 備 金 11,700
繰 延 税 金 資 産 137,205 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,137,424
そ の 他 71,691 繰 越 利 益 剰 余 金 2,137,424
貸 倒 引 当 金 △97,923 自 己 株 式 △1,556

評 価 ・ 換 算 差 額 等 187,108
土 地 再 評 価 差 額 金 187,108
純 資 産 合 計 3,500,097

資 産 合 計 7,214,592 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,214,592
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,187,987
製 品 売 上 高 3,224,193
商 品 売 上 高 1,030,707
完 成 工 事 高 1,933,086
売 上 原 価 4,520,416
製 品 売 上 原 価 2,321,810
商 品 売 上 原 価 731,950
完 成 工 事 原 価 1,466,655
売 上 総 利 益 1,667,571
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,482,380
営 業 利 益 185,191
営 業 外 収 益 73,440
受 取 利 息 4,421
受 取 配 当 金 1
受 取 保 険 金 21,052
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 41,593
そ の 他 6,372
営 業 外 費 用 22,279
支 払 利 息 20,453
手 形 売 却 損 496
為 替 差 損 198
そ の 他 1,130
経 常 利 益 236,352
特 別 利 益 3,053
固 定 資 産 売 却 益 3,053
特 別 損 失 4,334
環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 4,000
固 定 資 産 売 却 損 334
固 定 資 産 除 却 損 0
税 引 前 当 期 純 利 益 235,071
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 38,658
法 人 税 等 調 整 額 △135,476
当 期 純 利 益 331,889

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他資本剰余金利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 1,165,415 5 4,500 1,884,468 1,888,968 △1,504 3,052,885
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △71,733 △71,733 　 △71,733
利益準備金積立額 　 　 7,200 △7,200 － 　 －
当 期 純 利 益 　 　 　 331,889 331,889 　 331,889
自己株式の取得 　 　 　 　 　 △51 △51
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 　 　 7,200 252,956 260,156 △51 260,104
当 期 末 残 高 1,165,415 5 11,700 2,137,424 2,149,124 △1,556 3,312,989
　

（単位：千円）
　

評価・換算差額等
純 資 産 合 計

土地再評価差額金 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 187,108 187,108 3,239,993
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △71,733
利益準備金積立額 　 　 －
当 期 純 利 益 　 　 331,889
自己株式の取得 　 　 △51
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 260,104
当 期 末 残 高 187,108 187,108 3,500,097
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月12日

鉱研工業株式会社
　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 尾 崎 隆 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田 中 卓 也 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、鉱研工業株式会社の平成28年４月１日から平成29
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、鉱研工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月12日

鉱研工業株式会社
　取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 尾 崎 隆 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田 中 卓 也 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、鉱研工業株式会社の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
　

監査報告書

　当監査等委員会は、平成28年4月1日から平成29年3月31日までの第90期事業年度における取締役の職務の執行について監査い
たしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成29年５月15日

鉱研工業株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 白 木 恒 彦 ㊞
監 査 等 委 員 田 島 建 二 ㊞
監 査 等 委 員 木 村 博 一 ㊞

(注) 監査等委員田島建二及び木村博一は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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オフィス
エレベーター

メトロポリタン口
改札東武百貨店

メトロポリタンプラザビル
(ルミネ 池袋店)

❹

❸
センター
エレベーター

センター
エレベーター

東武百貨店

メトロポリタン
プラザビル
(ルミネ 池袋店)

❶
有楽町線
南通路西改札

プリズムガーデン
エスカレーター

B1F

❷

センター
エレベーター 東武東上線

南改札

メトロポリタン通り

東武百貨店

メトロポリタン
プラザビル
(ルミネ 池袋店) プリズムガーデンエスカレーター

1F 2F

❸

プリズムガーデン
エスカレーターで1Fへ

メトロポリタンプラザビル
オフィス内エスカレーターで2Fへ

オフィスタワーに入り
オフィスエレベーターで12Fへ

至 新宿至 新宿

至 上野至 上野

ホテル
メトロポリタン
ホテル
メトロポリタン

東京芸術劇場東京芸術劇場

池袋西口公園

西口
東口

西武池袋駅

東武
池袋駅

南口(B1F)
メトロポリタン口(2F)

東
武
百
貨
店

明
治
通
り

西
武
百
貨
店

池
袋
駅

メトロポリタン プラザ
オフィスタワー12階

東京都豊島区西池袋1丁目11番1号
メトロポリタンプラザ
オフィスタワー12階　第2会議室
（ステーションコンファレンス池袋）
電話（03）5954-1030（代）

各路線「池袋駅」下車

池袋駅の各路線から会場までのご案内

　 西武池袋線
B1F改札より池袋駅コンコースを通り、❶有楽町線南通路西改札
に向かい、その先は下記地図をご参考下さい。

　 東京メトロ有楽町線
有楽町線池袋駅構内より❶南通路西改札をご利用下さい。
その先は下記地図をご参考下さい。

　 JR山手線　　 JR埼京線　　 JR湘南新宿ライン
JR池袋駅構内より❹メトロポリタン口改札をご利用下さい。
その先は下記地図をご参考下さい。

　 東京メトロ副都心線
西通路東改札を出て、❶有楽町線南通路西改札に向かい、
その先は下記地図をご参考下さい。

　 東京メトロ丸ノ内線
中央通路中央改札を出て、❶有楽町線南通路西改札に向かい、
その先は下記地図をご参考下さい。

　 東武東上線
東武線池袋駅構内より❷南改札をご利用下さい。
その先は下記地図をご参考下さい。

　 池袋線西武鉄道

会場

交通機関のご案内

株主総会々場ご案内図

　 山手線　　 埼京線　　 湘南新宿ラインJR
　 丸ノ内線　　 有楽町線　　 副都心線東京メトロ
　 東上線東武鉄道

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
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